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私も一市民でございますので、そういうふうに

考えているところです。確かにバーベキューす

るところ、芋煮会するところというのは、右岸

には上流にも下流にもあるわけなんですよね、

バーベキューする場所、芋煮会する場所が。た

だ、左岸には１カ所もないと。左岸の谷地橋の

上流は結構土地というか、広い場所もあるんで

すけども、ただ、木が生い茂っていたりして、

なかなか見通すことができなくて、今までこの

ような荒れた状態なふうになってきたんだなと

いうふうに私も考えてます。ぜひ左岸にももう

少し光を当てていただいて今後とも、大規模改

修とは言いませんけども、環境整備等を行って

いただけたらなというふうに考えます。 

 本当にいろんなことを財政課長にもご説明い

ただいて、長井市では貸している金もあるんだ

という、借地として1,000万円以上受け取って

るというようなことも私、初めて知りました。

長井市の財政健全化、そして資産運用の有効活

用、適正化に今後もしっかりとした管理をお願

いして、私の質問を終わります。ありがとうご

ざいました。 

 

 

 江口忠博議員の質問 

 

 

○蒲生光男議長 次に、順位４番、議席番号３番、

江口忠博議員。 

  （３番江口忠博議員登壇） 

○３番 江口忠博議員 ３番の江口忠博でござい

ます。議員の席をいただきまして２回目の定例

会の一般質問をさせていただきます。 

 去る６月の一般質問は大変緊張いたしました。

そして質問項目がちょっと多過ぎまして、非常

に不慣れな質問でありましたことをおわび申し

上げたいと思いますが、まだ不慣れでございま

す。言葉足らずの質問になろうかと思いますが、

ぜひご容赦いただきたいと思います。 

 では、冒頭、このたびの台風12号の被害に遭

われました多くの方々にお悔やみと、そしてお

見舞いを申し上げたいと思いますが、テレビの

映像等で見ますと、長井市にもああいった危険

な箇所がもしかしたらある、そんな気がしてま

いりました。このたびの東日本大震災の津波の

被害に遭われた状況とほとんど酷似するかのご

とく水の威力の大きさというものをまざまざと

感じた次第でありますが、このたびの東日本大

震災を契機に日本は変わったとか、日本は変わ

らなければいけない、そんなことが多くの方々

の口から出てまいりました。日本人の暮らし方

に変化の兆しがあらわれてきたとも言えますが、

生きていくために必要なものへの価値観が変わ

ったということだとも言えるでありましょう。 

 今、日本は地域社会に暮らす人々のきずなの

重要性を再確認し始めましたし、豊かさの指標

も変化してまいりました。また、国と地方の関

係の中にも地域社会が持続するための施策の検

証が求められるようになりました。相変わらず

の３割自治と言われる中にあっても、地方は地

方として生き続けていくために地域特性に根差

した声を上げていく時代となったとも言えるの

ではないかと思っております。つまり、長井市

においても生き続けるための地域特性とは何か

というところを検証するときが来たと私は思っ

ております。 

 きょうの質問は、長井市が持つ地域特性の一

つである地形的な要因、つまり地政学的な見方

からのものでありますけれども、６月定例会の

予算総括質疑の中で申し上げましたエネルギー

の地域自給に関する質問をもう少し掘り下げさ

せていただいたものであります。市長及び関係

課長におかれては、市民生活の未来の形を発展

的に考えていただいて、ご答弁いただければ幸

いでございます。 

 初めに、小水力発電の可能性とその実現性に
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ついてお尋ねをいたします。 

 福島第一原子力発電所の甚大な事故は、日本

や世界の原子力政策に大きな変化をもたらしま

した。電力が国民生活や産業の成長戦略に欠か

せない重要なものとして存在し続けたことは、

これは是としなければいけませんけれども、人

口集積地から遠く離れた財政力の乏しい地方の

上にしか存在しなかった原子力政策であったこ

と、これは反省しなければいけないことでもあ

りましょう。 

 インド独立へと導いたガンジーが、７つの社

会的罪という言葉を使われておりました。その

中の２つ、人間性なき科学、そして道徳なき商

業、これを罪としてガンジーは以前から申して

おられました。原子力政策が生んだこのたびの

悲劇というのは、私たちみずからが選択してき

た文明の過ち論、教訓として今後生かさなけれ

ばいけないと思っております。 

 その上で申し上げますけれども、地域が存続

し続けるために、ほかの地域を犠牲にしないと

いう優しい地域が持続していくためのエネルギ

ーは、その土地で、その地域で賄うのが理想で

ありましょう。100％ということまではいかな

いとしても、エネルギーは電力も食料も自給率

をできるだけその地域で上げていくべきだと考

えております。 

 今、全国では500カ所ほどの小水力発電所が

稼働しております。地域のエネルギー自給に貢

献していると言われています。長井市は水の豊

かさを市のキャッチフレーズにしておりますし、

この市内を流れるたくさんの河川を利用した小

水力発電、あるいはもっと小型のマイクロ発電

による電力の利用を考える必要があります。 

 ６月の定例会での市長の答弁でも、このこと

の重要性が示されましたし、市が所有している

長井ダムの水利権の活用の可能性にまで言及し

ていただきました。現在、企画調整課内では、

調査研究をしているということでもありました

が、企画調整課長には、その可能性と実現性、

また実施への障害となっているものがあるとす

れば、どのようなものなのか教えていただきた

いと思います。 

 次に、吉村県知事が示されましたクリーンエ

ネルギー推進方針に対して、長井市としてはど

のようにかかわっていかれるか、お聞きをいた

します。先ほどの質問の中でも述べました原発

事故がもたらした地方の未来の危うさに吉村知

事は危機感を持たれたのでありましょう。 

 私ごとではありますけども、実は知事が現在

言われております卒原発、その前は脱原発とい

う言葉を使われましたが、その脱原発という言

葉を初めに使われたときに、県内の友人、知人

に声をかけまして、知事のメッセージへの賛同

者を募りました。そして名簿をつくって、７月

の６日、仲間２人と知事に直接応援の声を届け

に伺ってまいりました。そのとき知事には、そ

れぞれの地域特性に合った持続可能なクリーン

エネルギーの可能性を探って、循環型社会のモ

デルとして全国に発信していくべきではと、そ

んな進言もさせていただきましたし、長井は豊

富な水資源があるので、小水力発電、マイクロ

水力発電の実現可能性もあるのではと思ってい

ると、そんなふうなことも申し上げてきました。 

 地方から国の形を変えていこうといううねり

が今始まっています。年度内にも打ち出される

という県のエネルギー政策に係る新たな戦略に

も呼応させていくべきと考えますが、県と連携

しながら、また長井からの提案もしながら、長

井市が持つ水の豊かさを実感できるまちづくり

を進めていくべきと考えます。 

 また、クリーンエネルギーの技術開発を地元

工業界の技術力の結集によって進められれば、

雇用の拡大にも役立つことでありますし、循環

型地域社会づくりを担ってきたレインボープラ

ンの工業版としての期待もされるものだと思っ

ております。 
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 今、地域にとって必要な技術が地域の中で調

達できるという姿はとても好ましいことだと考

えております。これから長井市が打って出るキ

ーワードは、水そして水にかかわる技術力だと

思いますが、市長のご所見をお聞かせください。 

 さて、長井市の豊かな水の象徴とも言える長

井ダムが完成いたしました。長井ダムの水源地

域ビジョンもつくられました。いよいよ市民生

活におけるダムのさまざまな利活用が始まった

わけですが、豊かな水をたたえる長井ダムの水

源地は、市内を流れる河川の源であることは言

うまでもありません。ということは、水源地の

持続性は集水エリアである森林の保全が欠かせ

ないということでもあります。今後も水量保全

と同時に森林の保護、保全に細心の注意を払っ

ていく必要があろうかと思っております。 

 現在、ダム周辺の森林の所有者はどのような

状況になっているのか、農林課長に伺います。

特に右岸側は平野地区の共有林が大部分を占め

ているということでありますが、左岸側の森林

所有者の把握、確認は進んではおりますか。ま

た、経年とともに変化していくであろう共有地

組合の会員の変化、これへの対応策を準備され

ているか、あわせてお尋ねいたします。 

 このような質問の前提には近年、全国的に見

られております外国人による国内の森林購入へ

の危機感があるからであります。北海道では香

港資本などの外国資本が820ヘクタールの森林

を既に購入をしております。今後、世界の情勢

を考えますと、水や森林資源、つまり地下水に

狙いをつけ、森林に投機マネーが入り込む危険

性が増大すると思われるからであります。 

 一説では、2025年には世界の人口の３分の２

がもう水不足、2050年には地球全体で水不足に

陥るとの情報も伝えられております。また、水

の希少価値に注目したヘッジファンド、これが

投機マネーとして2008年時点で、もう既に

2,000億ドルを超えたという情報も流れており

ます。実際、中国では2009年、北京市内にある

519カ所の水源地の62％が枯渇しまして、25万

人以上に深刻な水不足をもたらしたという事実

もあります。 

 森林が国土の約７割を占める日本、年間降水

量が1,700ミリにもなる水の豊富な日本では、

なかなか水の枯渇については想像しにくいこと

ではありますけれども、世界全体を見れば今後、

水の争奪戦が始まる危険性は想像にはかたくな

いと思っております。これは想定をしておかな

ければいけないことです。外国人や外国資本が

長井市内の山地、森林を購入しようとしたとき

に、どのような対応を考えておられるか、リス

ク管理の点からも伺います。 

 最後の質問でありますが、この森林資源の保

全について、市民がどのようにかかわればよい

か伺いたいと思います。 

 ご案内のように、平成元年に条例化しました

不伐の森があります。市がエリアを指定し、現

在は不伐の森に親しむ会がボランティアで保全

活動に当たっている20.3ヘクタールの小さな森

であります。親しむ会が活動を開始して既に10

年が経過をいたしましたが、森林の保全活動は

なかなかその難しさがございます。市民の皆さ

んにとって、森はただ眺める存在となってしま

った現代社会においては、山菜とかキノコの収

穫場所として、また森林セラピーに代表される

心身をいやす場としての価値を見出すのが精い

っぱいという現状であります。 

 しかし、私たちのそれこそ命の水は、山から

しか来ないのであります。長井市の上水道の源

泉である地下水とて、高い場所から流れてきて

いる伏流水を利用しているわけですから、やは

り森林を抱える山をいかに保全していくかとい

う課題は、全市民が考えなければいけないと思

っております。 

 持続可能な社会に不可欠な水資源をいかに守

るか、そしてだれがその保全を担うのか、将来
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大きく降りかかってくることは想像にかたくあ

りません。 

 前段で、持続可能な地域社会の構築のために

必要なものとしてエネルギーの地域自給を上げ

ました。そのための小水力発電の必要性も上げ

ました。しかし、その前提となる資源の確保に

は、やはり森林保全が非常に重要であります。

市民参加のまちづくり、また協働のまちづくり

を実践していくための共通理解の手だてとして

も、市民における森林トラスト運動などの必要

性を考える時期だと思いますが、市長のお考え

があればお聞かせください。 

 小水力発電の可能性に関連させながら、るる

質問を申し上げましたが、いずれにおいても地

域の将来の危機意識、つまり未来のリスク管理

が必要であるという観点からでありました。 

 未来の子供たちにつないでいける暮らしをつ

くるという決意も申し添えて、壇上からの質問

を終えたいと思います。どうもご清聴ありがと

うございました。（拍手） 

○蒲生光男議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 江口議員のご質問にお答えいた

します。 

 大きな１点ということで、長井市が誇る水資

源について大変見識のあるお考えをご披露いた

だきまして、大変勉強になりました。ありがと

うございます。 

 ご質問の中で、私のほうからは（２）の県知

事が打ち出されたクリーンエネルギー推進の方

針に市として呼応すべきと思うがどうかという

点、また（４）の外国資本の森林購入のリスク

管理はなされているか、また最後の市民による

森林トラスト運動の必要性についてどう考える

か、この３点だというふうに思います。 

 まず最初の、知事が打ち出されたクリーンエ

ネルギー推進の方針に市としてどういうふうに

呼応するべきかということでございますが、水

につきましては施政方針でも述べておりますけ

れども、長井ダムが完成し、長井市は水源地域

として、資源をどのように地域の活性化に結び

つけるかという視点から、水源地域ビジョンを

策定しております。このビジョンを実現するた

め、市民と企業と行政が連携し、水を守り、森

を守り、命をはぐくむ取り組みを行いたいと考

えています。 

 そこで、県の事業で具体的に活用できるもの

があれば連携して取り組んでいく必要があると

思っております。エネルギー政策に係る新たな

戦略につきましては、これから９月中に初会合

が開催されるとお聞きしておりますけれども、

今年度内に基本戦略を策定されるということで

ございますので、機会をとらえて積極的に提案

させていただきたいと思っております。 

 視点といたしましては、地域の特色を踏まえ

たエネルギー導入の方向性や、県内企業の技術

活用による産業化を想定されておられるような

ので、まさに江口議員からもご指摘ありました

ように、長井市の特性である水を活用した小水

力発電あるいはマイクロ水力発電の導入が可能

かどうか、そしてクリーンエネルギーの技術開

発などについては地元の基盤技術を持っている

工業界の技術力の結集によって進めることがで

きるかどうかなどを今後、関係課や関係機関と

相談させていただきながら検討していきたいと

思っております。 

 なお、後ほど企画調整課の谷澤補佐のほうか

ら答弁させていただきますが、実は県のほうに

「緑の分権改革」の中で、何とかこの小水力発

電を国の支援を受けながら、県の支援を受けな

がらちょっと調査事業としてやってみたいとい

うことで名乗りを上げたのですが、残念ながら

たくさん全国から応募がありまして、採択して

いただけませんでした。ですから、今後いろん

な機会をとらえて手を挙げていきたいと思いま

すし、来年度からは、これ国とか県の動向を待

ってばかりでは進みませんので、もし膨大な事



 

―６７― 

＋

業費がかかるものは難しいとしても、少し調査

事業とか、あるいは実験的な事業がある程度の

少額の金額でできるというような見込みが立て

ばぜひ取り組んで、とにかく着手していかない

と前には進まないんじゃないかというように思

ってますので、江口議員からもいろいろ情報や

ご指導をお願いしたいというふうに思います。 

 次に、２点目の外国資本の森林購入のリスク

管理はなされているかということだと思います

が、これについてでございますけれども、農林

課長のほうからは集水エリアの森林所有者の状

況について後ほど答弁いたさせますけども、現

在市内での外国資本による森林買収の実例は確

認されておりませんが、外国資本による森林買

収に対する規制は残念ながらないというのが実

態でございます。 

 もし仮に、例えば何とか食いとめられるよう

な市独自の条例をつくったとしても、所得制限

を、憲法に抵触するような部分は残念ながら私

ども市町村では条例化できないということにな

っておりますので、回り回って、例えば外国の

資本の方がなかなか購入しにくいような状況は

つくることができるのかもしれませんが、直接

規制するような市の条例は難しいというふうに

も思っております。 

 ことしの２月に、外国資本や企業による森林

買収の事例が県内で発生してることから、県知

事が関連する法整備を関係省庁に政策提案を行

い、森林法の一部が改正され、新たに森林の所

有者になった者に届け出義務、無届け伐採が行

われた場合の伐採の中止命令が新設されたとい

うことですが、これも残念ながら所有を制限す

ることではないということで、非常に私も不安

を感じております。現に、この辺ですと米沢市

ですね。外国人が森林を購入してるというよう

な実態があります。 

 そんな状況ですが、１点目として、土地取引

に関して国土利用計画法や森林法改正でも事後

届け出で事前に把握する手段がないということ

がまず課題ですね。あと２点目は、１ヘクター

ル以下の小規模林地開発の実態が把握しにくい

ということ、あと３点目としては、水資源を保

全するための開発行為に係る法規制がないなど

の課題が残ってるようでございます。そのよう

なことから県では、今回の森林法改正でも実現

していない事項について引き続き国に要望して

いくほか、条例等を含めた制度の研究・検討、

森林所有者情報の把握、既存制度の適切な運用

に努めることとしているようでございます。 

 長井市といたしましても、県との連携を密と

するとともに、森林の情報に精通している森林

組合との情報交換を行う中で、早目の対応がで

きるようにしてまいりたいというふうに思いま

す。 

 次に、私のほうの最後の３点目、市民による

森林トラスト運動の必要性についてどう考える

かということでございますが、林業を取り巻く

厳しい状況の中、森林所有者がその責務を果た

し、森林の公益的機能が十分に発揮されるよう、

国においては森林・林業再生プランによる諸策

が打ち出されているようでございます。また、

県においても緑環境税における環境保全を重視

した森林整備が推進されているところです。し

かしながら、長井市における現状は、森林所有

規模は零細であり、かつ所有者の高齢化等によ

り間伐等、森林の手入れが行き届いてない状況

であると認識しております。 

 長井市の場合は、全国に先駆けて不伐の森条

例を制定し、江口議員はじめ市民の皆様の参加

による森づくりを提唱しております。豊かな自

然環境をはぐくみ、将来へ継承して行う上で森

林トラスト運動は有効であるとともに、進むべ

き一つの方向であるというふうに思います。 

 長井市内としては、長井ダムから上流の部分、

いわゆる水源地の部分はほとんどが国有林、そ

れから共有地組合の土地でございまして、一部
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民間の所有者があります。ただ、ここは保安林

でありますので、開発はできないところであり

ます。そういった意味では、そういった長井ダ

ムの集積エリア、水源地の部分は守られてるん

ですが、里山の部分はどうなのかといいますと、

１つは西根の山ろく地域、それから伊佐沢の里

山ですね、この部分を例えば大石の不伐の森も

含めまして、どういうふうにして守っていくか

ということについてはぜひ議論を重ねながら、

もし乱開発とか、外国人の資本の購入も含めて

どういうふうに守っていくかということについ

ては引き続き注意をしながら、市としても検討

をしていかなければならない課題だというふう

に思います。私のほうからは以上でございます。 

○蒲生光男議長 谷澤秀一企画調整課補佐。 

○谷澤秀一企画調整課補佐 江口議員の質問にお

答えさせていただきます。 

 江口議員のほうからは小水力発電、マイクロ

水力発電の実現可能性について、また実施への

障害となっているものがあるとすればどのよう

なものかという質問をちょうだいしたところで

ございます。 

 長井市は最上川源流に位置しまして、置賜白

川、置賜野川と３本の一級河川が市内を貫流し

ております。水は長井市の豊富な地域資源とい

うふうにとらえております。一般的には水力発

電というのは、水が高いところから低いところ

へ流れ落ちるときに、そのエネルギーによって

発電機を回転させて発電するものであります。

しかし、調査をしましたところ、そういった落

差がなくとも、一定の水量があれば川の水の流

れを利用する方法で発電機を横に回転させて発

電できるというふうな流れ込み式という技術が

確立されてきているということがわかってまい

っております。 

 そういったことから、事業の採算性を考える

必要はありますが、小水力発電やマイクロ水力

発電については、市内の河川あるいは農業用水

などでも十分に可能性があるだろうというふう

に考えておるところでございます。 

 総務省のほうでは、地域における少子高齢化、

人口減少社会が到来する中にありまして、厳し

い財政制約のもと地域主権の確立、低炭素型社

会への転換など、そういった改革の推進を図る

ために、緑の分権改革というふうな政策を推進

しています。これは、豊かな自然環境や再生可

能なクリーンエネルギー、安全で豊富な食料、

あるいは歴史や文化資産などの地域資源という

ものを最大限活用しまして、地域の活性化とき

ずなの再生を図って、地域から人材、資金が流

出する中央集権型の社会構造を分散自立、地産

地消、低炭素型としていくことによって、地域

の自給力と創富力、富を生み出す力というもの

を高める地域主権型社会、こういったことへの

転換を実現しようと、それが緑の分権改革とい

うものであります。 

 ことし５月に、総務省のほうでその改革のモ

デルとなるような先行的、総合的な取り組みを

行う地方公共団体を募集するというふうなこと

でしたので、個別分野における改革のモデルと

なるような取り組み、そういったものを具体的

に実施して実証的な調査を行うということで、

長井市で先ほど市長が申し上げましたとおり、

水を軸にした改革モデルというふうなことで、

地域特性としてその豊富な水資源を活用してマ

イクロ水力発電事業、これができないかという

ふうなことで提案いたしました。しかし、結果

は残念ながら８月に不採択というふうな通知が

参りましたけども、この事業には全国から171

件応募がありまして、採択は32件と5.3倍から

４倍ぐらいの、それぐらいの多数関心のある事

業であったということであります。 

 しかし、今後ともその自然エネルギーの分野

については国や県において、新しい事業あるい

はこれまでの事業をさらに拡大するような事業

なども出てくるのではないかというふうに思わ
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れますので、こちらとしては準備しておきたい

なというふうに考えるものであります。 

 次に、実施の障害となっているものについて

ですが、今考えられるものとしては、採算面に

おける投資、あともう一つは法規制などであり

ます。初期費用を軽減するためには国や県の事

業をにらみながら、その事業採算性ということ

をいろいろな角度からシミュレーションして、

そして、やる場合には納得して事業に取り組む

必要があるだろうというふうに考えます。また、

事業を実施する際に、電気事業法であるとかあ

るいは河川法、そういった法的な課題もクリア

しながら関係する機関と調整しながら実施しな

ければならないと、そういうふうに考えており

ます。以上であります。 

○蒲生光男議長 那須宗一農林課長。 

○那須宗一農林課長 江口忠博議員のご質問にお

答えを申し上げます。２点ございまして、長井

ダム集水エリアの森林所有者の現在の状況はど

うかということと、共有地組合の会員の変化の

対応策という部分でございました。 

 １番目の長井ダム集水エリアの森林所有者の

現在の状況ということでございますが、長井ダ

ム上流区域、大体9,400ヘクタールほどござい

ますが、ほぼ全域が保安林に指定されておりま

す。森林所有者でございますが、うち7,800ヘ

クタールほどにつきましては国有林ということ

でございまして、残りの1,600ヘクタール部分

は民間の民有林部分の森林でございます。所有

者につきましては、野川山入会共有地組合、平

野地区の組山、西根地区教育振興会、草岡生産

森林組合、朝日連峰開発株式会社というふうな

所有者でございます。 

 次に、共有地組合の会員変化への対応策とい

うことでございますが、平野地区には21世紀不

伐の森がございまして、本年は地区公民館の事

業として水と緑の感謝祭を開催して、水源の森

を将来にわたって守り育てていくという活動が

緑環境交付金事業によって行われました。この

事業には地区全体から参加をしておりまして、

こういった森林を親しむ活動に取り組まれるこ

とで、若い人たちにも森林に対する愛情がはぐ

くまれていくのではないかなと。そういった中

でおのずと共有地組合の中でも森林を守り育て

る気持ちが受け継がれていくものというふうに

私どもとしては期待いたしてるところでござい

ます。以上でございます。 

○蒲生光男議長 ３番、江口忠博議員。 

○３番 江口忠博議員 答弁ありがとうございま

した。私がこの質問を申し上げるきっかけは、

もちろん水資源の有効利用、そして水資源の貴

重さに着目したということはもちろんでありま

すけども、午前中の小関議員の質問の中にもあ

りましたが、定住圏構想という考え方がありま

すけども、その中に私は大事なものが抜けてる

んだろうと思っています。例えば、中心市４万

人という規模も問題は長井市にとってはありな

んでしょうけども、これからは食料の自給とエ

ネルギーの自給、これをもってやはり定住圏と

いうのをつくっていかなければ持続していかな

いだろうと私は常々思っているわけです。 

 以前ありました市町村合併の話でも、これは

財政規模の問題から合併の話が進んできたわけ

ですが、本来であれば、もう少しそこに加味さ

れるべきは、やはり食料とかエネルギーの広域

的な自給圏ということを確立しなければいけな

いんだろうという思いからでありまして、先ほ

どのお話の中で、飯豊町さん、そしてから白鷹

町さんの上水道を長井市の水源地からというこ

とも検討に入っていると、政策の中には入って

いるんだということも市長のお話の中にも伺い

ましたけれども、そういったことも考えますと、

そもそもやはり人間の生存権というのは市長、

前からおっしゃっているように、経済活動だけ

ではなかなか生存権というのは担保し得ないと

いうこともありましょう。そんな中で地域が持
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っている豊かな水とあるいは森林資源、そして

長井市の3,000町歩の田畑、この豊かな耕作面

積を持っている地域、ここで私は命をつなげて

いってほしいという、そういう中でいきますと、

緑の分権という考え方は地域主権、地域の自立

ということを促そうとする国の考え方でありま

しょうから、長井市の特性というものを本当に

広くとらえて、これが未来の人たちにどう貢献

できるかということをまず基本的にとらえてい

くべきだろうと。そのきっかけとして、小水力

発電、マイクロ発電ということを考えたわけで

すけども、社会資本の中でいろいろインフラ整

備されてまいりましたけれども、私も含めて、

以前の私も含めてと言ったほうがいいかもしれ

ませんが、あえて。市民の多くの方々は、社会

資本というのをなかなか社会インフラを実感で

きない、身近に感じていらっしゃらないような

気がするんですね。 

 例えば市民会館というものがあります。市民

会館は皆さんのもちろん税金であれがつくられ、

そしてまた、これから改築に向かう、新築に向

かうこともあるかもしれませんが、ふだんから

市民会館を意識して暮らしはしてません。何か

事あれば、市民文化会館があるよということに

なりますが、ふだんの暮らしの中で社会資本と

いうのを常に意識して暮らすということはなか

なか今までなかった。ですから、市民の方々は、

私も含めて、いつも物をつくってくださいと申

し上げてつくってもらいました。そのときで大

体熱は冷めて、あとは自然に自然に経年に係っ

てくるコスト計算をこれから、その次に発生し

てくるわけですけども、やはり維持するのが難

しいよねという話になってくる。 

 道路一つとりましても、道路をつくりました、

立派な道路をつくりました。でも道路を通行す

るドライバーあるいは歩行者、道路をきれいに

しようと思って道路を通行はしません。いつも

利用する側だけの話でありますが、この小水力

発電に関しましては、目の前を流れている市内

の河川、これを自分たちがふだんからきれいに

しておかないとエネルギー需給にかかわるとい

う、生活に直結する社会資本でもあるわけです

ね。ふだんの暮らしに本当に身近に身近に感じ

られる社会資本整備ということになろうかと思

いますので、そういった意味で、これから長井

市の協働のまちづくりという、市民の方が本当

に市の政策の中、あるいはまちづくりに本当に

大きく、深くかかわってくるに当たって、この

小水力発電という事業は、私は新しい市民参加

による社会資本整備という形にもつながってい

くんだろうと思っています。 

 ですから、これまでの社会資本整備、エネル

ギー供給への事業ということとはちょっと違っ

た視点もこれからは必要なんだろうと。もっと

市民の方に身近に、ふだんから直結している、

これは社会資本なんだということを実感できる

ものに必要だと思いますが、ここのところ、も

う１回市長のお考えも確認しておきたいんです

が、県のほうの企業局、今は新野川第一発電所

ですか、昔の第一発電所、第二発電所とも県で

は一等最初に企業局が手がけた電気事業ではあ

るわけですけども、こんなふうに長井市はもと

もと電気エネルギーをつくる有望な都市として

県も目をつけておりましたし、これは平成17年

でありますが、県の企業局の考え方が出ており

ました。 

 17年３月でありますが、県の企業局経営改

革・改善計画というのが出ていまして、その中

の一つに、電気事業のノウハウを生かして市町

村等の地域エネルギー活用構想づくりを支援す

ると。そして水資源、水源地域の森林保全、環

境保全を支援すると。これが５年間過ぎまして、

22年３月、昨年３月でありますが、企業局では

こんなことを計画として打ち出しております。

市町村がＮＰＯ等地域エネルギー導入計画や自

然エネルギーを活用した地域づくりを支援して
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いくんだという、今回の吉村知事の発言以前か

ら、もう県サイドもこのような企業局サイドで

は考えがあったんでありますが、ここについて、

なぜって今は今さら論でどうしようもないんで

しょうけども、県へのネットワークで、あとは

情報のやりとりであるとか、この辺のことをも

っともっと深く進めておくべきだったろうなと

思いますが、その辺、もしお考えあれば、反省

もあればちょっとお聞きしたいと思いますが。

これは市長でしょうか。 

○蒲生光男議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。ただいま江

口議員のほうから貴重な情報をお聞きしたんで

すが、済みません、私、勉強不足で県の企業局

が市町村のそういった発電事業に対して支援す

るというような方針を出しておられるというこ

とは知りませんでした。ですから、県の企業局

のほうにいろいろ相談して、ご指導いただいた

り、あるいは支援をいただくというようなこと、

早速行っていきたいというふうに思います。 

 議員がご指摘のとおり、企業局の発祥の地は

長井だと、野川総合開発の中で管野ダム、木地

山ダムをつくって治水、農業用水また発電とい

う中で最初にしたわけでありますので、長井市

に対してもいろんな意味でご協力いただいてお

りますので、早速企業局のほうにもご指導いた

だくようにお願いしてまいりたいと思います。 

 なお、今回、小水力発電とかマイクロ水力発

電とかを検討する前に、これは何年前でしょう

か、３年、４年前ぐらいだと思いますが、佐々

木議員からも、市役所とかで、まず小水力を行

ってみて、例えばこの役所の電気を賄うぐらい

のそういった実験的な試みもすべきでないかと

いうご提案などもいただきましたが、具体的に

落差によって電力を起こすという部分ぐらいし

か私どもの事務方としても知識がありませんで

したので、ただ、今はそういう落差がなくても

川の流れで電力を起こすことができるというよ

うな状況のようですので、ぜひとも今後、定住

自立圏構想だけじゃなくて緑の分権改革の中で

真っ先に、私どもみたいな非常に小さい過疎地

域が連携して、そういった試みをするというこ

とは非常に価値があることだと思います。ぜひ

ご指導を今後ともいただきたいと思います。 

○蒲生光男議長 ３番、江口忠博議員。 

○３番 江口忠博議員 先ほど谷澤補佐からの答

弁の中で、緑の分権改革に調査事業として応募

されたということをお聞きしました。手元にも

資料をいただいたんでありますが、大変鉛筆な

めなめの汗が非常に伝わってくるペーパーなん

ですね。 

 ちょっと調べてみましたらば、今回採択受け

て事業委託が決まった自治体の中で３件ほど、

完全にこの地域エネルギーのことが採択された

ことが出ておりました。群馬県のみどり市って

新しい市ですね。みどり市では、もう小水力発

電システム設置、電力の活用方法を探るための

調査と、もうずばりそうなんですね。長井市の

企画調整課内でのいろいろ検討されて、作文を

書かれて、このご苦労は本当に私も敬意を表す

るんでありますが、残念なことに採択を受けな

かったと。ぜひこれを学びとして、これからま

だまだチャレンジをしていっていただきたいと

思います。 

 先ほど、市長は企業局の方針、計画等々をご

存じなかったということでありますが、これか

ら国挙げて、いろんな自治体、こういった省エ

ネルギーへの再生可能なエネルギーへの施策へ

の予算というのは当然ついてきます。ついてく

るだろうということは想像にかたくないわけで

すけども、ぜひいろんな情報網を張っていただ

きたいと思います。 

 今回のこの緑の分権改革についての事業であ

りますが、この審査をされた方が外部評価者な

んでありますが、５人ほどいらっしゃるようで

す。その中でお二方、明治大学農学部の教授で
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あったり、東京農大の名誉教授であったり、こ

の明治大学であるとか東京農大であるとか、こ

ういった関係者の方々は、ずっと以前からデモ

プランを中心に長井市に視察、研修でご指導に

も見えている方々との関係があるんですね。私、

前回６月の質問でも申し上げたんですが、多く

の方々とどうやって縁をつないで、それを生か

していくかということが、これから地域再生に

は欠かせないであろうということを申し上げま

した。県のほうに対してのヒアリングと申しま

しょうか、伺って、いろんな情報を仕入れてく

るということも、これは行政の方々の大きな仕

事でもあろうかと思います。私たち議員として

も、その情報というのは事いろんな場面場面に

おいて、とっていきたい、調査していきたいと

思っていますが、当局におかれても、これから

ますます情報戦争とまでは申しませんが、情報

戦にこれから入ってくると思います。有効に使

っていただければと思いますが、その辺、企画

調整課長のほうからお考えを、意気込みを、決

意まで含めて伺えればと思いますが。 

○蒲生光男議長 谷澤秀一企画調整課補佐。 

○谷澤秀一企画調整課補佐 ただいまの江口議員

からのご提案、大変ありがとうございます。企

画調整課といたしましても、今後ともアンテナ

を高くしていろんな情報を集めて、より有利な

制度を活用して、この実施に向けて頑張りたい

と思います。 

○蒲生光男議長 ３番、江口忠博議員。 

○３番 江口忠博議員 ありがとうございます。

頑張っていただきたいと思います。 

 市長が申されておりますエコノミックガーデ

ニングという、これの中にも多分含まれてくる

と思うんですが、地域の企業、工業界の方々の

技術力、これをいかに結集させるか。先ほど来

の前の議員の方の質問へのお答えの中にも、企

業誘致ということがありましたけども、企業誘

致も含めて、例えば長井の場合は水関連の企業

誘致にある意味特化してもいいぐらい、将来性

を考えると、のような気もするんですね。長井

市の特性というのをやっぱり一段と打ち出す時

期でもあると思いますし、長井市の今ある企業

の方々が持っておられる技術力を単なる大きな

メーカーさんの下請でなくて、長井市がメーカ

ーになっていくということを考えると、やはり

今、直近、目の前にある、私が申し上げてるよ

うな発電系であるとか、エネルギー系の技術に

長井市の財政としても投資していく必要がこれ

からは出てくるんじゃないかというような気も

しています。 

 そういった意味で、これからの長井市の技術

力に対しての投資に対するお考え、おありであ

れば。投資です。行政からの研究開発に対する

投資でありますとか資金援助ですね、そういっ

たことに対してお考えがあれば、お聞かせくだ

さい。 

○蒲生光男議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 先ほど企画調整課の補佐からありましたよう

に、アンテナを高く情報収集をするということ

もそうなんですが、やっぱり課題は情報収集し

ても、どういうふうにつなげるかという戦略が

ちょっと欠けてるんだと思います、我々役所の

ほうには。 

 ですから、まずはふるさと親善大使というこ

とで本当、きっかけです。結局、今まで残念な

がら、ここ10数年間はその都度その都度やって

きたんでしょうけども、いろんな横の連携を図

る市出身者、あるいはいろんな長井市内の団体

の持ってるさまざまな人的資源とか、それらの

団体の方々の、レインボープランの例で言えば、

やはり明治大の農学部の先生とか、あと大正大

とか、あとさまざまなマスコミ関係のいろんな

交流されてる方がいらっしゃると思います。そ

ういった方々の情報をどういうふうにしてうま

く加工して、長井市の戦略に生かしていくかと
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か。あとこういう部分が弱いから、そこの部分

をこういう方々から指導をいただいてやってこ

うとか、そういう組み立てることがなかなか難

しいんですね。ですから、地域戦略室なんて名

前だけはつくったんですが、全くこれからだと

思っています。 

 そういった意味では、工業界のほうに具体的

にどういうふうに依頼したらいいか難しいんで

す。例えば今、商工振興課で行っているような

ロボットの技術を生かした横の連携で試作品を

お願いしてるということは、ある程度できるん

ですね。しかし、じゃあ小水力発電の例えばそ

れを地元で特化の部分つくれないかという場合

に、どういうふうに組み立てるかです。ですか

らコーディネートできる人がなかなかいない。

例えば今、お願いしてる産業振興コーディネー

ターの方にそれをお願いできるかというと、多

分分野が違いますので難しいんですね。 

 ですから、そういうところのいろんな人的資

源あるいはいろんな情報、それらをどういうふ

うに組み立てて、目的とする例えば地元の工業

界のほうに技術的な部分で、あるいはその後、

これから小水力発電ってどんどん進んでいくん

だと思いますけども、そのときに長井市の企業

がそのためにどういうふうにして仕事をつくっ

ていけるかとか、あとは水関連の企業を誘致す

るということなんですが、水関連といってもい

ろいろありますよね。その中で果たしてどうい

う企業、言うのは簡単なんですが、どういう企

業を戦略的に呼ぶことによっていろんな広がり

があるとか、やっぱりもう既に長井市も、政策

コーディネーターみたいな民間の、しかも超一

流の方をある程度顧問みたいな格好でお願いす

るような状況になりつつあるんじゃないかなと、

そういうふうにやっていかないと、これ以上は

我々素人だけでは難しいですよ、こういう高度

なものについては。それらについては、議会の

皆様もいろんな人脈とか情報とか持っていらっ

しゃると思うんですね。そういったところをぜ

ひご指導いただければと思います。 

○蒲生光男議長 ３番、江口忠博議員。 

○３番 江口忠博議員 ありがとうございました。

ちょっと質問項目に上がってなかったようなこ

とだったもんですから、恐縮しました。 

 今、政策コーディネーターの必要性も市長、

おっしゃいましたが、確かにどの程度までのグ

レードのコーディネーターを求めるかというこ

とは、それぞれこれからの協議なんでありまし

ょうが、市民の方々にも今の市長さんのお考え、

胸のうちもぜひ届けていただきたいと思うんで

すね。行政職員と我々議会も含めて、この中だ

けでの話では多分狭いんです。民間の方々のほ

うがよほど広い、あるいは深い情報をお持ちの

方がたくさんいらっしゃいますので、市がこう

いった今、窮地に立ってるんだと。これから未

来の展望を考えるときに、市が今こんなことで

困ってるんだということをぜひ披瀝していただ

いて、それへの応援団も市民の方々に募るとい

うことも、これからはオープンにしてほしいな

と思っております。 

 今、市民未来塾を去年から私も参加させても

らってますが、村松先生は小水力発電の研究を

してらっしゃって、ＮＰＯも立ち上げていらっ

しゃって副理事長ということでいらっしゃいま

す。そういった情報もまだ市長には入ってない

わけですが、当局は知ってるんですよね。です

から、行政の中の情報もきちっと横の連携もと

っていただければ、誤りなき未来を開けるかな

と思っております。 

 食料については、今回の質問項目には上げて

いませんのであえて質問いたしません。後日に

させていただきたいと思いますが、西置賜に限

らず、置賜地域の広域的な食料とかエネルギー

の連携、私は互恵関係と呼びたいんであります

が、相互関係と言いますと、どこかで自己的な

部分も発するんですね。自分のために相手が必
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要かどうかということだけですから、相互関係

というのは。互恵関係というのは、自分がちょ

っと我慢をしてでも相手のためになるというの

が互恵関係でありましょうから、そういった意

味では、置賜全体が互恵関係になるように食料

とかエネルギーをこれから政策を一緒に考えて

いく必要が私はあると思っております。 

 そういう意味では、今ある西置賜の行政組合

あるいは置賜全体の行政組合の今やってる業務

以外にも、これからは政策的にも食料、エネル

ギーというのはプラスしていただきたいと思っ

ておりますが、質問項目に上げておりませんが

市長、その辺のお考えはいかがでしょうか。エ

ネルギーと食料も置賜全体でこれから考えてい

く必要があるということに対して。 

○蒲生光男議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 江口議員ご指摘のとおりだと思

います。なかなか置賜全体ですと難しいと私個

人としては思ってますので、まずは西置賜で非

常に共通の課題があり、あと職員間の交流であ

ったり首長間の交流であったり、割と気軽に相

談できるところでまず固めて、それから置賜全

体に広げていくような形で考えていきたいと思

いますが、やはりエネルギーというのは、自然

エネルギーですね、これは非常に重要なことで

すし、あと食料も含めて、これを一体で考えて

いくことが必要だと、重要だと思います。以上

です。 

○蒲生光男議長 ３番、江口忠博議員。 

○３番 江口忠博議員 ありがとうございました。

私が今、住まいをしています伊佐沢は戸数でい

えば340戸ほどですかね。真ん中に逆川が流れ

ております。ちょうどいい小水力発電のエリア

だなと私は思っておりまして、可能性は私は持

っているんであります。ぜひ、県あるいは国と

も連携をとりながら、本当にフレッシュな情報

をいつもいつもアンテナを張っていただいて取

り込んで、そしてすぐ議会あるいは市民の方々

に訴えていただきながら、予算に反映していた

だきたいと思っています。 

 最後になりますけども、日本がこれから本当

に原発問題から発生して変わっていくんだとい

うときに、長井市の軸足というのはやっぱり食

料でありエネルギーであり水である、環境であ

ると私はずっと思っておりますので、１つだけ、

それにあわせて予算の執行について、こんなこ

とを１つ申し上げたいと思います。 

 ジャーナリストの筑紫哲也さんが亡くなる前

に、テレビでこんなことを言っておられました。

政治というのは古典的な手法ではあるけれども、

予算の分捕り合いなわけですよね。そのときに

未来の子供たち、未来の人たちに予算をどう使

うか、もう一つは先人たち、今まで頑張ってき

てくれた方々に対して予算をどう使う、これは

医療福祉ということもありましょう、これの綱

引きなんだと。これは古典的な政治の手法らし

いです。ところが今は、今の人たちのためにお

金をどう使うかということに終始してしまって

いるので、国民あるいは市民は政治から離れて

しまっているということがあるんだと。 

 ですから、これからの予算の執行のときには、

私は心していきたいと思っているのは、今の私

たちに使うのではなくて、たとえ使ったとして

も、これが絶対的に未来に功を奏するのだとい

う確信がなければいけないだろうと思っており

ますので、これからの12月も含めて定例会の中

でも、そんなことを腹に据えた、心にしっかり

持った質問をこれからもさせていただきたいと

思っています。きょうはありがとうございまし

た。 

○蒲生光男議長 ここで暫時休憩いたします。再

開は３時20分といたします。 

 

 

   午後 ３時００分 休憩 

   午後 ３時２０分 再開 


